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（３）福島県 

1．自治体名 福島県 

2．システム名 電子自治体共同運営システム 

3．稼動（予定）時期 平成 15年度末運用開始予定 

平成 14年度⇒調査検討、予算要求 平成 15年度⇒システム構築 

4．規模・構成 （１）規模：福島県 全 90市町村 

（２）構成：県と市町村の共同運営 

5．システムの概要 電子申請システム 

電子調達システム 

6．対象業務の範囲 電子申請システム、電子調達システムの共同運営 

7．標準化 

（様式・手順） 

検討中 

8．認証基盤 ＬＧＰＫＩ認証局、公的個人認証局、民間認証局の利用を予定 

9．ＭＰＮ等の 

決済基盤 

マルチペイメントネットワークの利用を予定 

10．他システムとの 

連携 

 

11．運営方法・主体 （案１）オーダーメイドＡＳＰモデル（福島方式） 

委託者が仕様を共同で共通化し、ＡＳＰ事業主体者が自己資金でサー

ビスを構築し、各地方公共団体が個々にサービス提供の契約を行う。

費用負担は各サービスの内容に異なるが、従量制、および定額制が考

えられる。 

（案２）共同開発、共同委託モデル 

委託者が仕様を共同で共通化し、受託者である開発業者に開発委託

および運用を委託する。費用負担は共同利用する自治体で分担す

る。 

（案３）ソフトウェア共同開発方式アウトソーシングモデル 

委託者がサービスのソフトウェア開発を共同委託し、コピーを各団体に

配布し、各自運用する。 

12．利用料・負担金 検討中 

13．課題と解決策 検討中 

14．今後の 

スケジュール 

（１）平成 14年度⇒調査検討、予算要求、システム構築 

「住民利便性の向上」のため手続の標準化や財政負担の軽減を図

ることを目的に、県・市町村を対象に共同利用可能なシステムにつ

いて共同構築共同運営モデルを検討する。電子申請システムをモ
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デルに検討を行う。調査は主に共同運営の枠組みごとの構築手法、

メリット・デメリット、および課題、費用負担のあり方、住民サービス向

上のための付加機能・応用機能の可能性について検討を行う。 

（２）平成 15年度末運用開始予定 

15．備考 調査検討を委託された「ワールドフォレストコンソーシアム」： 

ＦＣＣ「株式会社福島中央センター」、ＦＩＣ「株式会社福島情報処理

センター」、ＣＳＨ「株式会社コンピュータシステムハウス」、およびＮＥＣ

で構成されたコンソーシアムである。 

 


